
福岡市立病院機構の経営状況について 
 
１ 地方独立行政法人化の経緯 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

２ 中期目標・中期計画 

 
           市      法人     
 

２２年度 
 

２３年度 
 

２４年度 
 
 
 
 
 
３ 職員数の推移 

質の高い医療の提供及び患者サービスの向上を図るため，法人化後に大幅に職員を増員し，採算性

を確保した上で診療体制・看護体制等の充実を図った。 
 

   職員数の推移                            （単位：人） 

市 直 営 法 人 化 後 
区   分 

２０年度 ２１年度 ２２年度 ２３年度 ２４年度 

医 師 ７８ ７９ ８６ ８５ ９１

看護師・助産師 ２９５ ２９５ ４１０ ４３４ ４５６

医療技術職 ６５ ６５ ７７ ８２ ８３

事務職 ２４ ２３ ４４ ４７ ５６

合計 ４６２ ４６２ ６１７ ６４８ ６８６

 

４ 各年度の主な取組 

 
年 度 法人全体 こども病院 福岡市民病院 

２２年度

 
・看護体制の充実 
 （小児入院医療管理料１） 
・産科開設 
・ドクターカーの導入 
 

・看護体制の充実 
（７対１看護） 

・ＳＣＵ（６床）の設置 
・給食業務の委託化 

２３年度

・医師人事評価制度の導入 
 （評価結果を給与に反映） 

・認定看護師等資格取得支援制
度の導入 

 
・地域周産期母子医療ｾﾝﾀｰ認

定 
・病院機能評価 Ver６取得 
 

 
・地域医療支援病院承認 
・臓器別・疾病別のｾﾝﾀｰ化 
・ＣＣＵ（４床）の設置 

２４年度

 ・ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ支払の導入 
 ・職員満足度調査の実施 

・給食業務の委託化 
・新病院の建設着工予定 
 

・救急医療体制の強化 
・脳,心臓等の専門ドック開始

 

                      ※ＳＣＵ＝脳卒中集中治療室，ＣＣＵ＝冠動脈疾患集中治療室 
５ 経営状況（医業収支） 

医業収入  9,330,154 千円   ▲645,470 千円平成２１年度

医業費用  9,975,624 千円  （93.5 ％） 
     

医業収入  10,278,358 千円 ▲880,844 千円平成２２年度

（法人化後） 医業費用  11,159,202 千円  （92.1 ％）

    
医業収入  10,971,817 千円 ▲492,588 千円平成２３年度

（決算見込） 医業費用  11,464,405 千円 （95.7 ％）

※こども病院については，解体する現病院の建物に係る残存価格を開院までの４年間に圧縮して償却する必要が

あるため，平成 22,23 年度の医業費用には圧縮後の減価償却費 722,261 千円を含んでいる。 

 
６ 評価委員会の評価結果 

平成２２年度の業務実績について評価した結果は以下のとおり。 
○地方独立行政法人制度の特長を活かし，病院現場の実態に即した効率的・効果的な病院経営が行われた。 
○こども病院・感染症センターは，周産期医療機能を強化したことにより「地域周産期母子医療センター」

に認定され，また，福岡市民病院は，病病連携，病診連携を積極的に推進し，「地域医療支援病院」と

して承認されるなど，地域医療に貢献した。 
○自立的な経営が行われ，高度医療の提供による診療単価の上昇や手術件数の増加等による増収を図り，

徹底した費用削減の効果により，運営費負担金繰入後の経常黒字を達成した。 
  ○地方独立行政法人の機能性を生かし，教育支援制度の導入や必要な人材の確保が，迅速・的確に行われ

ている。 
以上を踏まえ，「全体として中期計画の実現に向けて計画どおり進んでいる」と評価した。 

①平成２０年１月  病院事業運営審議会に諮問 
           諮問事項⇒市立病院の経営形態のあり方について 
②平成２０年６月  同審議会より答申受領 
           答申内容⇒市が担うべき医療を安定的・継続的かつ効率的に提供してい

く経営形態としては，地方独立行政法人を選択することが適

当である。 
③平成２２年４月  審議会答申を踏まえ，市立病院を地方独立行政法人化 
           地方独立行政法人福岡市立病院機構設立 
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決算集計中 

資料１

・理事会の運営（経営方針決定）

・院長権限拡大（機動性確保） 
・民間病院等経験者の採用 
・多様な契約手法の導入

東日本大震災被災地への職員の派遣 


